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The concept of ‘partnership’ from legal perspective
Madoka MIWA
要　　旨
　近年，「新しい公共」概念の登場や東日本大震災以降，特に社会福祉や環境の法分野において，「連
携」や「協働」という言葉が聞かれるようになった。しかし，この「連携」や「協働」という言葉の
定義や内容は明らかでなく，まるで魔法の言葉のように使われている。そもそも，この「連携」や「協
働」というのは，法律的にはどういった意味を持つのか。本論文では，先行研究からこの「連携」や
「協働」の法的意味・性質を考察するとともに，現在用いられている行政と行政以外の主体との間の
合意書面を分析する。その上で，これらの主体間における「連携」・「協働」を推進していくために，
行政契約の一種としての「協働型契約」登場の可能性とその明文化のあり方について検討した。
